
「土木請負工事必携」新旧対照表 
１．建設工事請負契約書 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後 10 日以内に設計図書に基づいて、請負代

金内訳書（以下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出し

なければならない。 

 

 

２ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

 （下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事

項の通知を請求することができる。 
 

 （請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後 10 日以内に設計図書に基づいて、請負

代金内訳書（以下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提

出しなければならない。 

２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を

明示するものとする。 

３ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

 （下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な

事項の通知を請求することができる。 

 

 （下請負人の健康保険等加入義務等） 

第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設

業法（昭和24年法律第100号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当

該届出の義務がない者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）

を下請負人としてはならない。 

 (1) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出 

 (2) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出 

  (3) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分 

に応じて、当該各号に定める場合は、社会保険等未加入建設業者を下請負人 

とすることができる。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
１．建設工事請負契約書 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
 (1) 受注者と直接下請契約を締結する下請負人 

次のいずれにも該当する場合 

  ① 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施

工が困難となる場合その他の特別の事情があると発注者が認める場

合 

  ② 発注者の指定する期間内に当該社会保険等未加入建設業者が前項

各号に掲げる届出をし、当該事実を確認することのできる書類（以下

「確認書類」という。）を、受注者が発注者に提出した場合 

 (2) 前号に掲げる下請負人以外の下請負人 

 次のいずれかに該当する場合 

  ① 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施

工が困難となる場合その他の特別の事情があると発注者が認める場

合 

  ② 発注者が受注者に対して確認書類の提出を求める通知をした日か

ら 30 日（発注者が、受注者において確認書類を当該期間内に提出す

ることができない相当の理由があると認め、当該期間を延長したとき

は、その延長後の期間）以内に、受注者が当該確認書類を発注者に提

出した場合 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（趣旨） 

第１ このしおりは、次の各号に掲げる兵庫県（以下「県」という。）の一般競争

入札、公募型一般競争入札、制限付き一般競争入札及び指名競争入札（以下「入

札」という。）に参加する者（以下「入札参加者」という。）が守らなければな

らない事項を、地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22

年政令第16号）、財務規則（昭和39年規則第31号）その他の法令、規則などに基

づきその要旨を記載したもので、入札参加者は、このしおりの内容を十分承知し

て入札に参加してください。 

 ① 工事の請負 

 ② 製造の請負 

 ③ 測量、調査、設計等の業務委託 

 ④ 物品の買入れ、借入れ又は売払い 

（一般競争入札等） 

第２ 県では、「政府調達に関する協定」の発効（平成８年１月１日）に伴い、次

の総務大臣が告示する各額以上の次に掲げる各調達について、一般競争入札を実

施しています。一般競争入札の内容については、発注する際に県公報、県庁第１

号館（物品等、その他のサービスの調達においては、各総合庁舎においても公告

します。）、発注機関（各事務所等）及び県ホームページにおいて公告します。 

 ① 建設工事の調達契約…２４億７千万円以上 

② 技術的サービスの調達契約（建築のための設計・コンサルティング委託契約

等） 

    …２億４千万円以上 

③ 物品等の調達契約…３千３百万円以上 

④ その他のサービスの調達契約（清掃委託、機器リース契約等） 

…３千３百万円以上 

これらの額は、平成３０年３月３１日までに締結する調達契約について適用さ

れるもので、平成３０年４月１日以後に締結する調達契約については、あらため

て総務大臣が告示する額によります。 

また、契約予定金額が２４億７千万円未満の工事で、一般土木工事、アスファ

ルト舗装工事、造園工事、電気工事及び管工事にあっては２億５千万円以上、建 

（趣旨） 

第１ このしおりは、次に掲げる兵庫県（以下「県」という。）の一般競争入札、

公募型一般競争入札、制限付き一般競争入札及び指名競争入札（以下「入札」と

いう。）に参加する者（以下「入札参加者」という。）が守らなければならない

事項を、地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令

第16号）、財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）その他の法令、規則などに基

づきその要旨を記載したもので、入札参加者は、このしおりの内容を十分承知し

て入札に参加してください。 

 ① 工事の請負 

 ② 製造の請負 

 ③ 測量、調査、設計等の業務委託 

 ④ 物品の買入れ、借入れ又は売払い 

（一般競争入札等） 

第２ 県では、「政府調達に関する協定」の発効（平成８年１月１日）に伴い、総

務大臣が告示する各額以上の次に掲げる各調達について、一般競争入札を実施

しています。一般競争入札の内容については、発注する際に県公報、県庁第１号

館（物品等、その他のサービスの調達においては、各総合庁舎においても公告し

ます。）、発注機関（各事務所等）及び県ホームページにおいて公告します。 

 ① 建設工事の調達契約…２２億９千万円以上 

② 技術的サービスの調達契約（建築のための設計・コンサルティング委託契約

等） 

    …２億２千万円以上 

③ 物品等の調達契約…３千万円以上 

④ その他のサービスの調達契約（清掃委託、機器リース契約等） 

…３千万円以上 

これらの額は、平成３２年３月３１日までに締結する調達契約について適用さ

れるもので、平成３２年４月１日以後に締結する調達契約については、あらため

て総務大臣が告示する額によります。 

また、契約予定金額が２２億９千万円未満の工事で、一般土木工事、アスファ

ルト舗装工事、造園工事、電気工事及び管工事にあっては２億５千万円以上、建 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
築一式工事にあっては４億５千万円以上、鋼橋梁（上部）及びＰＣ橋梁（上部）

工事にあっては１千万円以上、これら以外の工事にあっては５億円以上を対象と

して、公募型一般競争入札を実施しています。公募型一般競争入札の内容につい

ては、発注する際に県庁第１号館及び発注機関（各事務所等）及び県ホームペー

ジで公告を行います。 

さらに、契約予定金額が一般土木工事、アスファルト舗装工事、造園工事、

電気工事及び管工事にあっては１千万円以上２億５千万円未満、建築一式工事に

あっては５千万円以上４億５千万円未満の工事を対象として、制限付き一般競争

入札を実施しています。制限付き一般競争入札の内容については、発注する際に

県ホームページで公告を行います。 

なお、工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る発注見通しは、

発注機関（各事務所等）及び県ホームページにおいて公表します。 

（関係法令の遵守） 

第３ 入札参加者は、次の各号に掲げる事項に特に注意するほか、関係法令を遵守

し信義誠実の原則を守り、県民の信頼を失うことのないよう努めなければなりま

せん。 

① 刑法（明治40年法律第45号）、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（昭和22年法律第54号）を遵守し、入札の公正、公平を害する行為を行わ

ないでください。 

② 建設業法（昭和24年法律第100号）に違反する一括下請契約、その他不適切

な形態による下請契約により工事を実施するなど、契約当事者相互間の信頼関

係を損なうような行為を行わないでください。 

③ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成 12 年法律第127

号）に基づき発注者が実施する工事現場の施工体制の点検に協力する等、請負

者に課せられた義務を遵守し、公共工事の適正な施工を害する行為を行わない

でください。 

築一式工事にあっては４億５千万円以上、鋼橋梁（上部）及びＰＣ橋梁（上部）

工事にあっては１千万円以上、これら以外の工事にあっては５億円以上を対象と

して、公募型一般競争入札を実施しています。公募型一般競争入札の内容につい

ては、発注する際に県庁第１号館及び発注機関（各事務所等）及び県ホームペー

ジで公告を行います。 

さらに、契約予定金額が一般土木工事、アスファルト舗装工事、造園工事、

電気工事及び管工事にあっては１千万円以上２億５千万円未満、建築一式工事に

あっては５千万円以上４億５千万円未満の工事を対象として、制限付き一般競争

入札を実施しています。制限付き一般競争入札の内容については、発注する際に

県ホームページで公告を行います。 

なお、工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る発注見通しは、 

発注機関（各事務所等）及び県ホームページにおいて公表します。 

（関係法令の遵守） 

第３ 入札参加者は、次の各号に掲げる事項に特に注意するほか、関係法令を遵守

し信義誠実の原則を守り、県民の信頼を失うことのないよう努めなければなりま

せん。 

① 刑法（明治40年法律第45号）、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（昭和22年法律第54号）を遵守し、入札の公正、公平を害する行為を行わ

ないでください。 

② 建設業法（昭和24年法律第100号）に違反する一括下請契約、その他不適切

な形態による下請契約により工事を実施するなど、契約当事者相互間の信頼関

係を損なうような行為を行わないでください。 

③ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成12年法律第127

号）に基づき、発注者が実施する工事現場の施工体制の点検に協力する等、請

負者に課せられた義務を遵守し、公共工事の適正な施工を害する行為を行わな

いでください。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（入札参加資格の制限） 

第４ 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者は、入札に参

加することができません。 

２ 入札に参加する資格を有する者（以下「入札参加資格者」という。）が別添「入

札参加資格制限基準」の(２)の各号のいずれかに該当すると認められるときは、

入札参加の資格制限を行います。 

 入札参加の資格制限を受けたときは、その日から一定期間（６箇月から３年まで）

は入札に参加することができません。 

また、これに該当する者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし

て使用する者についても同様とします。 

３～５ （略） 

（指名停止） 

第５ 入札参加資格者が別添「指名停止基準」の別表各号のいずれかに該当すると

認められるときは、指名停止を行います。 

２ 入札通知を受けた者が開札時までに前項の指名停止を受けたときは、入札に参

加することはできません。 

３ 一般競争入札においては、入札参加資格があると確認された者であっても、開

札時までに指名停止を受けた者は、入札に参加することはできません。 

（指名停止等を受けた入札参加資格者名等の公表） 

第６ 入札参加資格者が第４の第２項による入札参加資格の制限又は第５による

指名停止（金融機関からの取引停止によるものを除く。）（以下「指名停止等」

という。）を受けた入札参加資格者については、当該入札参加資格者の商号（屋

号）、住所（市町村まで）、指名停止等の期間及びその理由について、指名停止

等の措置を受けた日からその日の属する年度の翌年度末まで（翌年度末において

指名停止等の措置期間中の者については、指名停止等の期間満了の日まで）の間、

県ホームページ及び県土整備部県土企画局契約管理課窓口において公表します。 

（入札参加資格の制限） 

第４ 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者は、入札に参

加することができません。 

２ 入札に参加する資格を有する者（以下「入札参加資格者」という。）が別添「入

札参加資格制限基準」の(２)のいずれかに該当すると認められるときは、入札参

加の資格制限を行います。 

 入札参加の資格制限を受けたときは、その日から一定期間（６箇月から３年まで） 

は入札に参加することができません。 

また、これに該当する者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし

て使用する者についても同様とします。 

３～５ （略） 

（指名停止） 

第５ 入札参加資格者が別添「兵庫県指名停止基準」の別表に掲げる措置要件のい

ずれかに該当すると認められるときは、指名停止を行います。 

２ 入札通知を受けた者が開札時までに前項の指名停止を受けたときは、入札に参

加することはできません。 

３ 一般競争入札においては、入札参加資格があると確認された者であっても、開

札時までに指名停止を受けた者は、入札に参加することはできません。 

（指名停止等を受けた入札参加資格者名等の公表） 

第６ 第４の第２項による入札参加資格の制限又は第５による指名停止（金融機関

からの取引停止によるものを除く。）（以下「指名停止等」という。）を受けた

入札参加資格者については、当該入札参加資格者の商号（屋号）、住所（市町村

まで）、指名停止等の期間及びその理由について、指名停止等の措置を受けた日

からその日の属する年度の翌年度末まで（翌年度末において指名停止等の措置期

間中の者については、指名停止等の期間満了の日まで）の間、県ホームページ及

び県土整備部県土企画局契約管理課窓口において公表します。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（経営事項審査） 

第７ （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（技術者の適正配置等） 

第８ 建設業法では、建設工事の適正な施工の確保を図るために、工事現場におけ

る建設工事の施工の技術上の管理を行う者として、「主任技術者」を置かなければ

なりませんが、発注者から直接請け負った建設工事を施工するために締結した下請

契約の請負代金の額の合計が、４千万円（建築一式工事の場合は６千万円）以上と

なる場合には、特定建設業の許可が必要になるとともに、主任技術者に代えて「監

理技術者」を置かなければなりません。 

（経営事項審査） 

第７ （略） 

（社会保険等加入対策） 

第８ 建設工事における技能労働者の処遇の向上を図り、建設業の持続的な発展に

必要な人材の確保につなげるとともに、法定福利費を適正に負担する業者によ

る公平で健全な競争環境を構築するため、以下のことに留意してください。 

① 受注者においては、社会保険等未加入建設業者※を下請負人（二次以下の下

請負人を含む。）としないようにしてください。 

② 受注者においては、下請負人（二次以下の下請負人を含む。）に対して社会

保険等の加入に必要な法定福利費が適切に支払われるよう、発注者に提出する

請負代金内訳書に、社会保険等に係る法定福利費を明示してください。 

③ 県は、受注者が社会保険等未加入建設業者を下請負人（二次以下の下請負人 

を含む。）とした場合は、受注者に対して、(1)契約解除・違約金の請求（又 

は違約罰の請求）、(2)資格制限（又は指名停止）、(3)工事成績評定の減点 

を実施します（(1)～(3)は、平成31年１月以降入札公告又は入札通知分から 

適用します。）。 

※ 社会保険等未加入建設業者とは、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48

条、厚生年金保険法（昭和29年法律第115 号）第27 条又は雇用保険法（昭和49

年法律第116号）第７条のいずれかの届出の義務を履行していない（届出の義務が

ない者を除く。）建設業法第２条第３項に規定する建設業者をいいます。 

（技術者の適正配置等） 

第９ 建設業法では、建設工事の適正な施工の確保を図るために、工事現場におけ

る建設工事の施工の技術上の管理を行う者として、「主任技術者」を置かなければ

なりませんが、発注者から直接請け負った建設工事を施工するために締結した下請

契約の請負代金の額の合計が、４千万円（建築一式工事の場合は６千万円）以上と

なる場合には、特定建設業の許可が必要になるとともに、主任技術者に代えて「監

理技術者」を置かなければなりません。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
２ 主任技術者又は監理技術者は、公共性のある工作物に関する重要な工事につい

ては、工事現場ごとに専任でなければなりません。「専任」とは、「他の工事現

場の主任技術者又は監理技術者との兼任を認めないこと。」を意味し、常時継続

的に当該建設工事現場に置かなければならないとされております。また、専任の

者でなければならない監理技術者は、「監理技術者資格者証」の交付を受けてい

る者であって、監理技術者講習を受講したもののうちから選任しなければなりま

せん。 

なお、「重要な工事」とは、建設工事で工事１件の請負代金の額が３千５百万

円（建築一式工事の場合は７千万円）以上のものをいいます。 

３～４ （略） 

（入札の辞退） 

第９ （略） 

（入札保証金） 

第10 一般競争入札の入札参加者は、入札前に契約希望金額（消費税及び地方消費

税の課税の対象となる場合にあっては、入札金額に消費税及び地方消費税額を加

えた額）の１００分の５以上の入札保証金を納めなければなりません。ただし、

次のいずれかに該当する場合は、入札保証金の全部又は一部を納めなくてもよい

こととなります。 

① 一般競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に県を被保険者とす

る入札保証保険契約を締結したとき。 

② 一般競争入札に参加しようとする者が、知事が確実と認める金融機関又は公

共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４

項に規定する保証事業会社以下「保証事業会社」という。）との間で工事の履

行保証の予約を締結したとき。 

③ 一般競争入札に参加しようとする者が、入札保証金に代わる担保を提供した

とき。 

２ 主任技術者又は監理技術者は、公共性のある工作物に関する重要な工事につい

ては、工事現場ごとに専任でなければなりません。「専任」とは、「他の工事現

場の主任技術者又は監理技術者との兼任を認めないこと。」を意味し、常時継続

的に当該建設工事現場に置かなければならないとされています。また、専任の者

でなければならない監理技術者は、「監理技術者資格者証」の交付を受けている

者であって、監理技術者講習を受講したもののうちから選任しなければなりませ

ん。 

なお、「重要な工事」とは、建設工事で工事１件の請負代金の額が３千５百万

円（建築一式工事の場合は７千万円）以上のものをいいます。 

３～４ （略） 

（入札の辞退） 

第10 （略） 

（入札保証金） 

第11 一般競争入札の入札参加者は、入札前に入札金額（消費税及び地方消費税の

課税の対象となる場合にあっては、消費税及び地方消費税額を加えた額）の１０

０分の５以上の入札保証金を納めなければなりません。ただし、次のいずれかに

該当する場合は、入札保証金の全部又は一部を納めなくてもよいこととなりま

す。 

① 一般競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に県を被保険者とす

る入札保証保険契約を締結したとき。 

② 一般競争入札に参加しようとする者が、知事が確実と認める金融機関又は公 

共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４ 

項に規定する保証事業会社以下「保証事業会社」という。）との間で工事の 

履行保証の予約を締結したとき。 

③ 一般競争入札に参加しようとする者が、入札保証金に代わる担保を提供した

とき。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
なお、公募型一般競争入札、制限付き一般入札及び指名競争入札においては、

入札保証金を納めなくてもよいこととしていますが、契約担当者において契約を

締結しないおそれがあると認める場合には、入札保証金を納めていただくことと

なります。 

２～３ （略） 

（入札の方法） 

第11 入札参加者は、入札公告（入札説明書）、入札通知書、設計図書（設計書、

図面、仕様書等をいう。以下同じ。）及び工事現場（納入場所）などについて疑

義のあるときは、発注機関に説明を求めることができます。 

３ 工事の請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る入札参加者は、入札する

前に積算内訳書を提出しなければなりません。 

 

７ 入札金額は、契約対象となる１件ごとの総価格としますが、入札公告（入札説

明書）又は入札通知書で２件以上を合併して入札を指示したときは、その合計金

額とし、また単価による入札を指示したときは、その単価としてください。 

 

 

９ 一般競争入札の場合には、郵送による入札も認められます。 

10 入札金額に消費税及び地方消費税を加えた額が２００万円を超える場合に

おいて、落札（事後審査型においては落札候補者）になったときには、自

らが暴力団等でないこと等についての誓約書を提出しなければなりませ

ん。 

なお、公募型一般競争入札、制限付き一般入札及び指名競争入札においては、

入札保証金を納めなくてもよいこととしていますが、契約担当者において契約を

締結しないおそれがあると認める場合には、入札保証金を納めていただくことと

なります。 

２～３ （略） 

（入札の方法） 

第12 入札参加者は、入札公告（入札説明書）、入札通知書、設計図書（設計書、

図面、仕様書等をいう。以下同じ。）及び工事現場（納入場所）などについて疑

義のあるときは、発注機関に説明を求めることができます。 

２ 入札参加資格者は、入札書の提出に際して工事の請負の場合には工事費内訳書

を、測量、調査、設計等の業務委託の場合には積算内訳書を、それぞれ提出しな

ければなりません。 

３ 入札金額は、契約対象となる１件ごとの総価格としますが、入札公告（入札説

明書）又は入札通知書で２件以上を合併して入札を指示したときは、その合計金

額とし、また単価による入札を指示したときは、その単価としてください。 

４ 総合評価落札方式による入札の場合には、技術資料を提出しなければなりませ

ん。 

５ 一般競争入札の場合には、郵送による入札も認められます。 

６ 入札金額に消費税及び地方消費税を加えた額が２００万円を超える場合

において、落札者（事後審査型においては落札候補者）になったときには、

自らが暴力団等でないこと等についての誓約書を提出しなければなりま

せん。 

７ 入札金額に消費税及び地方消費税を加えた額が２００万円を超える場合

において、落札者（事後審査型においては落札候補者）になったときには、

労働関係法令を遵守する旨等を記載した誓約書を提出しなければなりま

せん。 

８ 入札金額に消費税及び地方消費税を加えた額が２００万円を超える場合

において、落札者（事後審査型においては落札候補者）になったときには、

社会保険等未加入建設業者を下請負人としないことを記した「社会保険等

加入対策に関する誓約書」を提出しなければなりません。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
２ 入札参加者は、紙で入札する場合、工事請負入札書、業務委託入札書又は物品

入札書（以下「入札書」という。）に必要な事項を漏れなく記入して入札に付す

る案件ごとに作成し、記名押印の上封入して、入札公告（入札説明書）又は入札 

通知書に示した日時及び場所において、入札執行職員の指示に従い入札箱に直接

投入してください。 

４ 入札参加者は、入札を代理人に行わせることができますが、代理人は、入札す

る前に契約担当者あて委任状を提出しなければなりません。この場合、入札書に

は、入札参加者の住所、氏名のほか、当該代理人が記名押印しなければなりませ

ん。 

なお、特別共同企業体による入札の場合には、紙入札する場合、電子で入札す

る場合とも構成員からの委任状（復代理人を選任する場合には、復代理人への委

任も含む。）が必要です。 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人（以下「入札者」という。）は、当該入札

に関する他の入札参加者の代理をすることはできません。 

６ 入札書に記載する金額（消費税及び地方消費税の額を除く。）は、アラビア数

字を用い「￥」との間をあけない（記載例「￥1,500,000－」）ように表示し、

紙で入札する場合において、万一誤って記載したときには、入札金額を訂正しな

いで新しい入札書を使用してください。 

８  入札箱に投入した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回することはできま

せん。 

（入札の執行の取消しなど） 

第12 契約担当者が不正その他の理由により競争の実益がないと認めるときは、入

札の執行を取り消すことがあります。 

２ 入札参加者が連合（談合）し、又は不正不穏な行動をしているなど、契約担当

者が入札を公正に執行することができないと認めるときは、当該入札参加者を入

札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは中止することがあります。 

３ （略） 

９ 入札参加者は、紙で入札する場合、工事請負入札書、業務委託入札書又は物品 

入札書（以下「入札書」という。）に必要な事項を漏れなく記入して入札に付す 

る案件ごとに作成し、記名押印の上封入して、入札公告（入札説明書）又は入札 

通知書に示した日時及び場所において、入札執行職員の指示に従い入札箱に直接

投入してください。 

10 入札参加者は、入札を代理人に行わせることができますが、代理人は、入札す

る前に契約担当者あて委任状を提出しなければなりません。この場合、入札書に

は、入札参加者の住所、氏名のほか、当該代理人が記名押印しなければなりませ

ん。 

なお、特別共同企業体による入札の場合には、紙入札する場合、電子で入札す

る場合とも構成員からの委任状（復代理人を選任する場合には、復代理人への委

任も含む。）が必要です。 

11 入札参加者又は入札参加者の代理人（以下「入札者」という。）は、当該入札

に関する他の入札参加者の代理をすることはできません。 

12 入札書に記載する金額（消費税及び地方消費税の額を除く。）は、アラビア数

字を用い「￥」との間をあけない（記載例「￥1,500,000－」）ように表示し、

紙で入札する場合において、万一誤って記載したときには、入札金額を訂正しな

いで新しい入札書を使用してください。 

13 入札箱に投入した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回することはできま 

せん。 

（入札の執行の取消しなど） 

第13 契約担当者が不正その他の理由により競争の実益がないと認めるときは、入

札の執行を取り消すことがあります。 

２ 入札参加者が連合（談合）し、又は不正不穏な行動をしているなど、契約担当

者が入札を公正に執行することができないと認めるときは、当該入札参加者を入

札に参加させず、又は入札の執行を延期し若しくは中止することがあります。 

３ （略） 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（無効とする入札） 

第13 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効として扱います。 

① 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

② 入札書が所定の日時までに到着しない入札 

③ 入札者が１人の場合においてその者がした入札（一般競争入札、公募型一般

競争入札及び制限付き一般競争入札を除く。） 

④ 入札者が同一事項について２通以上した入札 

⑤ 同一事項の入札において、入札者がさらに他の者を代理してした入札 

⑥ 連合（談合）その他の不正行為によってされたと認められる入札 

⑦ 入札保証金を納付すべき場合において、入札保証金が納付されていない入札 

又はその額が所定の額に達していない入札 

⑧ 入札書に入札金額が記載されていない入札、入札者の氏名及び押印のない入

札又はこれらが分明でない入札 

⑨ 入札金額が訂正された入札及び誤字、脱字などにより入札内容が分明でない

入札 

⑩ 電子で入札する場合において、ＩＣカードを不正に使用して行った入札 

⑪ その他入札に関する条件に違反した入札 

（開札） 

第14 （略） 

（落札者の決定） 

第15 開札の結果により、次のとおり落札者を決定します。 

① 予定価格の制限の範囲内で最低の価格（売払いの場合は最高価格）をもって

入札をした者を落札者とします。ただし、その者により当該契約の内容に適合

した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約をす

ることが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認め

られるときは、その者を落札者としないことがあります。 

② 最低制限価格を設けたときは、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価

格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入札した者を落

札者とします。 

（無効とする入札） 

第14 次のいずれかに該当する入札は、無効として扱います。 

① 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

② 入札書が所定の日時までに到着しない入札 

③ 入札者が１人の場合においてその者がした入札（一般競争入札、公募型一般

競争入札及び制限付き一般競争入札を除く。） 

④ 入札者が同一事項について２通以上した入札 

⑤ 同一事項の入札において、入札者がさらに他の者を代理してした入札 

⑥ 連合（談合）その他の不正行為によってされたと認められる入札 

⑦ 入札保証金を納付すべき場合において、入札保証金が納付されていない入札 

又はその額が所定の額に達していない入札 

⑧ 入札書に入札金額が記載されていない入札、入札者の氏名及び押印のない入

札又はこれらが分明でない入札 

⑨ 入札金額が訂正された入札及び誤字、脱字などにより入札内容が分明でない

入札 

⑩ 電子で入札する場合において、ＩＣカードを不正に使用して行った入札 

⑪ その他入札に関する条件に違反した入札 

（開札） 

第15 （略） 

（落札者の決定） 

第16 開札の結果により、次のとおり落札者を決定します。 

① 予定価格の制限の範囲内で最低の価格（売払いの場合は最高価格）をもって

入札をした者を落札者とします。ただし、その者により当該契約の内容に適合

した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約をす

ることが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認め

られるときは、その者を落札者としないことがあります。 

② 最低制限価格を設けたときは、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価

格以上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入札した者を落

札者とします。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
③ 低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）及び調査最低制

限価格を設けた場合（入札説明書又は入札通知書に明記）は、予定価格の制限

の範囲内の価格で調査最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうちか

ら落札者を決定します。この場合において、調査最低制限価格以上の調査基準

価格を下回った入札が行われたときには、落札決定を保留して個別の入札価格

を調査し、当該価格により落札決定した場合に当該契約の内容に適合した履行

がなされるか否かを審査の上、落札者を決定します。 

なお、調査の対象となった者は、この調査に協力していただくことになりま

す。 

また、調査結果については、その概要を契約締結後に公表いたしますので、

ご承知願います。 

④ 総合評価落札方式により落札者を決定する場合には、予定価格の制限の範囲

内の価格をもって申込みをした者のうち、価格その他の条件が県にとって最も

有利なものをもって申込みをした者を落札者とします。 

２ （略） 

（再度の入札） 

第16 開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、直ちに再

度の入札を行います。ただし、郵送による入札を行った者がある場合等において、

直ちに再度の入札を行うことができないときは、契約担当者が指定する日時にお

いて再度の入札を行います。 

２ 入札の回数は、原則として２回までとし、再度の入札の結果落札者がないとき

は、入札を打ち切ります。 

３ 再度の入札に参加できる者は、初度の入札において有効な入札をした者及び第

13の④、⑦、⑧、⑨又⑪に該当し無効となった入札をした者で入札執行者が認め

た者とします。 

４ 最低制限価格又は調査最低制限価格を設けたときは、初度の入札において当該

価格に達しない価格で入札した者の再度の入札への参加は認められません。 

③ 調査基準価格及び失格基準価格を設けた場合（入札説明書又は入札通知書に

明記）は、予定価格の制限の範囲内の価格で失格基準価格以上の価格をもって

入札した者のうちから落札者を決定します。この場合において、失格基準価格

以上の調査基準価格を下回った入札が行われたときには、落札決定を保留して

個別の入札価格を調査し、当該価格により落札決定した場合に当該契約の内容

に適合した履行がなされるか否かを審査の上、落札者を決定します。 

 

なお、調査の対象となった者は、この調査に協力していただくことになり

ます。 

また、調査結果については、その概要を契約締結後に公表いたしますので、

ご承知願います。 

④ 総合評価落札方式により落札者を決定する場合には、予定価格の制限の範囲

内の価格をもって申込みをした者のうち、価格その他の条件が県にとって最も

有利なものをもって申込みをした者を落札者とします。 

２ （略） 

（再度の入札） 

第17 開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、直ちに再

度の入札を行います。ただし、郵送による入札を行った者がある場合等におい

て、直ちに再度の入札を行うことができないときは、契約担当者が指定する日

時において再度の入札を行います。 

２ 入札の回数は、原則として２回までとし、再度の入札の結果落札者がないとき

は、入札を打ち切ります。 

３ 再度の入札に参加できる者は、初度の入札において有効な入札をした者及び第

14の④、⑦、⑧、⑨又⑪に該当し無効となった入札をした者で入札執行者が認

めた者とします。 

４ 最低制限価格又は失格基準価格を設けたときは、初度の入札において当該価格

に達しない価格で入札した者の再度の入札への参加は認められません。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（入札関係資料の返還） 

第17 （略） 

（契約保証金） 

第18 落札者は、契約締結の日までに、契約金額の１０分の１（工事又は製造の請

負の契約に係る契約予定金額２４億７千万円以上の案件の場合及び工事の請負

契約について調査基準価格を下回った価格をもって契約を締結する場合にあっ

ては、１０分の３）以上の契約保証金を納付しなければなりません。ただし、次

の①から⑥までのいずれかに該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を納め

なくてもよいこととなり、⑦に該当する場合は免除することがあります。 

  ① 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供があったとき。 

  ② 債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、県が確実と認め

る金融機関又は保証事業会社の保証があったとき。 

  ③ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証があったとき。 

  ④ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結が

あったとき。 

  ⑤ 物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されると

き。 

  ⑥ 物件を買い入れる契約を締結する場合において、当該物件が即納されると

き。 

  ⑦ 契約金額が２００万円以下であるとき。 

２ 契約保証金に代わる担保を提供する場合にあっては、担保の種類等について事

前に契約担当者に確認の上、手続をしてください。 

（契約の締結） 

第19 （略） 

（議会の議決を必要とする契約の締結） 

第20 （略） 

（入札関係資料の返還） 

第18 （略） 

（契約保証金） 

第19 落札者は、契約締結の日までに、契約金額の１０分の１（工事又は製造の請

負の契約に係る契約予定金額２２億９千万円以上の案件の場合及び工事の請負

契約について調査基準価格を下回った価格をもって契約を締結する場合にあっ

ては、１０分の３）以上の契約保証金を納付しなければなりません。ただし、次

の①から⑥までのいずれかに該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を納め

なくてもよいこととなり、⑦に該当する場合は免除することがあります。 

  ① 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供があったとき。 

  ② 債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、県が確実と認め

る金融機関又は保証事業会社の保証があったとき。 

  ③ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証があったとき。 

  ④ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結が

あったとき。 

  ⑤ 物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されると

き。 

  ⑥ 物件を買い入れる契約を締結する場合において、当該物件が即納されると

き。 

  ⑦ 契約金額が２００万円以下であるとき。 

２ 契約保証金に代わる担保を提供する場合にあっては、担保の種類等について事

前に契約担当者に確認の上、手続をしてください。 

（契約の締結） 

第20 （略） 

（議会の議決を必要とする契約の締結） 

第21 （略） 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（契約の確定） 

第21 （略） 

（前金払） 

第22 契約金額が１件１００万円未満のもの（工事用の機械類の製造に必要な経費

については、原則として契約金額が３，０００万円未満のもの又は納入期限が３

箇月未満のもの)については、前金払を行いません。 

２～４ （略） 

（建設業退職金共済制度） 

第23 県が発注する工事には、特に指示する場合のほかは、すべて建設業退職金共

済制度（以下「建退共」という。）に基づく掛金相当額が諸経費の中に積算され

ているので、入札に当たっては入札金額にこれを含めて見積もってください。 

 

２ 請負者は、契約金額が１００万円以上の建設工事を施工しようとするときは、

建設現場ごとの建退共の対象労働者数及びその就労予定日数を的確に把握し、必

要な共済証紙を購入してください。     

また、請負者において的確な把握が困難である場合は、勤労者退職金共済機構が

作成した「共済証紙購入の考え方について」を参考にして購入してください。 

 

なお、請負者は、証紙購入の際金融機関が発行する掛金収納書を、契約締結後

１箇月以内に契約担当者に提出しなければなりません。ただし、特別の事情があ

る場合は、あらかじめ契約担当者に申し出てこの期間を延長することができま

す。 

４ 契約金額が１００万円未満の工事については、掛金収納書の提出は省略します

が、共済証紙は購入しなければなりません。 

３ 請負者が工事の一部を下請業者に施工させるときは、下請業者が雇用する建退

共対象労働者に係る共済証紙を併せて購入し、現物により下請業者に交付してく

ださい。 

下請業者が建退共に未加入のときは、元請業者から当該下請業者が建退共に加

入するよう指導してください。 

５ （略） 

（契約の確定） 

第22 （略） 

（前金払） 

第23 契約金額が１件１００万円未満のもの（工事用の機械類の製造に必要な経費

については、原則として契約金額が３千万円未満のもの又は納入期限が３箇月未

満のもの)については、前金払を行いません。 

２～４ （略） 

（建設業退職金共済制度） 

第24 県が発注する建設工事には、特に指示する場合のほかは、すべて建設業退職

金共済制度（以下「建退共」という。）に基づく掛金相当額が諸経費の中に積算

されているので、入札に当たっては入札金額にこれを含めて見積もってくださ

い。 

２ 請負者は、建設工事を施工しようとするときは、建設現場ごとの建退共の対象

労働者数及びその就労予定日数を的確に把握し、必要な共済証紙を購入してくだ

さい。     

また、請負者において的確な把握が困難である場合は、独立行政法人勤労者退

職金共済機構建設業退職金共済事業本部が作成した「共済証紙購入の考え方に

ついて」を参考にして購入してください。 

なお、請負者は、証紙購入の際金融機関が発行する掛金収納書を、契約締結後

１か月以内に契約担当者に提出しなければなりません。ただし、特別の事情があ

る場合は、あらかじめ契約担当者に申し出てこの期間を延長することができま

す。 

３ 契約金額が１００万円未満の工事については、掛金収納書の提出は省略しま

す。 

４ 請負者が工事の一部を下請業者に施工させるときは、下請業者が雇用する建退

共対象労働者に係る共済証紙を併せて購入し、現物により下請業者に交付してく

ださい。 

下請業者が建退共に未加入のときは、元請業者から当該下請業者が建退共に加

入するよう指導してください。 

５ （略） 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（工事着手） 

第24 （略） 

（建設業法関連） 

第25 「建設産業における生産システム合理化指針」に沿って、合理的な元請・下

請関係を確立するよう努めてください。 

 

 

 

２ 元請負人は、工事の出来形部分に対する支払又は工事完成後における支払を発

注者から受けたときは、その工事の下請負人に対して、支払を受けた日から１箇

月以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金を支払わなければなりません。 

また、元請負人は、前払金の支払を受けたときは下請負人に対して、建設工事

の着手に必要な費用を前払金として支払うよう適切な配慮をしなければなりま

せん。 

３ 元請負人が特定建設業の許可を受けている者（以下「特定建設業者」という。）

である場合は、下請負人が建設工事の目的物の引渡しを申し出た日から５０日以

内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金を支払わなければなりません。 

４ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、下請負人が建設工事の

施工に関して関連法規に違反しないよう指導するとともに、下請負人がこれらの

規定に違反していると認められるときには、その事実を指摘して、是正を求める

よう努めなければなりません。 

５ 特定建設業者が発注者から直接建設工事を請け負った場合において、当該建設

工事を施工するために締結した下請代金の額の合計が４千万円（建築一式工事の

場合は６千万円）以上となるときは、工事現場ごとに施工体制台帳を作成して備

え置き、発注者にその写しを提出するとともに、施工体系図を作成し工事関係者

が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲示してください。 

また、特定建設業者は、施工に携わる下請負人の把握に努め、これらの下請負

人がその請け負った工事を他の建設業を営む者に請け負わせたときは、再下請負

通知を行うよう指導してください。 

（工事着手） 

第25 （略） 

（建設業法関連） 

第26 「建設産業における生産システム合理化指針（平成３年２月策定）」に沿っ

て、合理的な元請・下請関係を確立するよう努めてください。 

２ 「建設業法遵守ガイドライン－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－（平

成19年６月策定）」を参考に、下請負人との関係において適正化に努めてくださ

い。 

３ 元請負人は、工事の出来形部分に対する支払又は工事完成後における支払を発 

注者から受けたときは、その工事の下請負人に対して、支払を受けた日から１箇

月以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金を支払わなければなりません。 

また、元請負人は、前払金の支払を受けたときは下請負人に対して、建設工事

の着手に必要な費用を前払金として支払うよう適切な配慮をしなければなりま

せん。 

４ 元請負人が特定建設業の許可を受けている者（以下「特定建設業者」という。）

である場合は、下請負人が建設工事の目的物の引渡しを申し出た日から５０日

以内で、かつ、できる限り短い期間内に下請代金を支払わなければなりません。 

５ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、下請負人が建設工事の

施工に関して関連法規に違反しないよう指導するとともに、下請負人がこれら

の規定に違反していると認められるときには、その事実を指摘して、是正を求

めるよう努めなければなりません。 

６ 特定建設業者が発注者から直接建設工事を請け負った場合において、当該建設

工事を施工するために締結した下請代金の額の合計が４千万円（建築一式工事

の場合は６千万円）以上となるときは、工事現場ごとに施工体制台帳を作成し

て備え置き、発注者にその写しを提出するとともに、施工体系図を作成し工事

関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲示してください。 

また、特定建設業者は、施工に携わる下請負人の把握に努め、これらの下請負

人がその請け負った工事を他の建設業を営む者に請け負わせたときは、再下請負

通知を行うよう指導してください。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
（指導事項） 

県と工事契約を締結しようとする者は、公共事業の重要性を考慮して、次のこ

とに留意してください。 

１～２ （略） 

３ 電波法の遵守について 

  不法・違法無線局を設置した工事関係車両を使用しないでください。 

また、取引関係にある事業者が不法・違法無線局を設置した工事関係車両を使 

用しようとしている場合は、早急に不正状態を解消するよう適切な措置を講じ

てください。 

なお、下請負人に対しても同様に指導してください。 

４ 建設工事における不当要求等を受けた場合の届出等について 

   受注した建設工事において、暴力団員等から不当な介入を受けた場合は、

警察へ届け出るか又は発注者に報告してください。 

（上記について怠った場合は、指名停止を行いますので、ご留意ください。） 

５ 建設資材、物品等の購入について 

 (1) 県では、県内産業への経済波及効果を高めるため、工事に使用する建設資材

等について県内で産出、生産、加工または製造（県内工場）された建設資材（以

下「県内産品」）の優先的な使用を推奨しています。 

契約金額が２５０万円以上の工事においては、汎用的に使用する主要建設資

材について原則県内産品を購入し、それ以外の建設資材についても県内産品を

優先して購入してください。 

また、県内産品の調達が困難な場合については、県内に本店や営業所等を有

する取扱業者からの購入に努めてください。 

 (2) 工事用に使用する物品等については、県内業者から優先して購入してくださ

い。 

（指導事項） 

県と工事契約を締結しようとする者は、公共事業の重要性を考慮して、次のこ

とに留意してください。 

１～２ （略） 

３ 電波法（昭和25年法律第131号）の遵守について 

  不法・違法無線局を設置した工事関係車両を使用しないでください。 

また、取引関係にある事業者が不法・違法無線局を設置した工事関係車両を使 

用しようとしている場合は、早急に不正状態を解消するよう適切な措置を講じ

てください。 

なお、下請負人に対しても同様に指導してください。 

４ 建設工事における不当要求等を受けた場合の届出等について 

   受注した建設工事において、暴力団員等から不当な介入を受けた場合は、

警察へ届け出るか又は発注者に報告してください。 

上記について怠った場合は、指名停止を行いますので、ご留意ください。 

５ 建設資材、物品等の購入について 

 (1) 県では、県内産業への経済波及効果を高めるため、工事請負代金額が２５０

万円以上の工事に使用する建設資材等について県内で産出、生産、加工または

製造（県内工場）された建設資材（以下「県内産品」）を原則として使用する

ものとしています。 

 

 

県内産品の調達が困難な場合については、取扱業者の県内の本店又は営業

所等からの購入に努めてください。 

 (2) 工事用に使用する物品等については、県内業者から優先して購入してくださ

い。 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
３．入札のしおり 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
６ 植栽工事に係る植樹保険の加入について 

(1) 植栽工事（植栽工事に係る直接工事費が概ね５０万円未満のものは除く。）

を請け負った者は、樹木等の枯損が発生した場合に備えて、公共植栽工事に

係る樹木等の枯損等をてん補する保険（以下「植樹保険」という。）に加入

してください。 

(2) 保険金額については、発注者の承諾を得てください。 

(3)  工事完成引渡し時に植樹保険付保証明書を提出してください。 

７～８ （略） 

６ 植栽工事に係る植樹保険の加入について 

(1) 植栽工事（植栽工事に係る直接工事費が概ね５０万円未満のものは除

く。）を請け負った者は、樹木等の枯損が発生した場合に備えて、公共植

栽工事に係る樹木等の枯損等をてん補する保険（以下「植樹保険」という。）

に加入してください。 

(2) 保険金額については、発注者の承諾を得てください。 

(3)  工事完成引渡し時に植樹保険付保証明証を提出してください。 

７～８ （略） 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
５．提出書類の様式（使用材料一覧表→様式 29-2 に統合、建退共掛金収納書→新規追加） 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 

  



「土木請負工事必携」新旧対照表 
５．提出書類の様式（様式１：工事施工計画及び下請負人等（変更）通知書） 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
  



「土木請負工事必携」新旧対照表 
５．提出書類の様式（使用材料一覧表→様式 29-2 に統合） 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

削除 



「土木請負工事必携」新旧対照表 
５．提出書類の様式（建退共掛金収納書→新規追加） 

 

旧（平成 30 年 3 月版） 新（平成 30 年 10 月版） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

追加 

 


